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［事案 29-91］損害賠償請求  

・平成 30年 2月 10 日 裁定不調 

＜事案の概要＞ 

 契約時、年金受給権取得時に贈与税が課税されることの説明がなかったことを理由に、損害

賠償を求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 4年 12 月に契約した個人年金保険について、当初は自分を契約者・被保険者・年金受

取人とする予定であったが、募集人から、配偶者を契約者として団体扱払とすれば保険料が安

くなると言われたため、配偶者を契約者とすることとした。その後、上記の契約形態では年金

受給権取得時に贈与税が課税されることを知ったが、募集人には、本契約の年金受給権取得時

に贈与税が課税されることについて説明義務違反があったので、贈与税相当額を賠償してほし

い。 

＜保険会社の主張＞ 

 以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)募集人には、年金受取時に贈与税が課税されるか否かについての説明義務はない。 

(2)「ご契約のしおり―定款・約款」には、本契約のような契約形態の場合、年金受給権取得

時に贈与税が課税される可能性がある旨が記載されている。また、請求手続きの案内文書

にも同様の記載がある。 

(3)現時点で本契約の解約返戻金は既払込保険料を大きく上回っており、契約者には損害が生

じていない。また、現時点で解約をすれば、贈与税は発生しない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

 裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、契約時の状況等を把握する

ため、申立人および募集人の事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、募集人の説明義務違反は認められないものの、以下の理由から、本件は和

解により解決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告

したところ、申立人から和解案を受諾しないとの回答があったため、手続を終了した。 

(1)募集人が、本人の意向と異なる契約形態を提案するような場合には、そのデメリットにつ

いても十分に配慮して提案すべきであるが、募集人は適切なアドバイスをするための知識

を欠いていたことが、本件紛争が生じた原因であることは明らかである。 

(2)募集人は、契約者と一度も面談をせずに、本契約を締結している。本件では、契約意思自

体が問題となっているものではないが、契約者と面談をせずに契約を締結することは不適

切な募集行為と言わざるを得ない。 


